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1 はじめに

東海地方においては、近い将来に発生が危，[具される海溝型巨大地震(東海・東南海地震)によって、長周期

成分(周期約 2~ 10秒)を持つ地震動が起きると指摘されている。また、高層建築物は 2秒以上の固有周期を

持つことから共振により被害が増大する恐れがある。設計においては共振を回避しているが、実建築物の固有周

期は設計値と異なる。よって、実建築物の固有周期を測定によって把握することは非常に大事である。 今回は、

鉄骨造のある超高層建築物において常時微動測定を行うことが出来たので、常時微動測定と解析との固有周期の

差分在確認し、差分原因を検証するためのモデ、ルにおいても固有値解析を行い、最終的には、常時微動と合致す

るような検証モデ、ルが決定できるかを検証した。

また、この建築物においては竣工時に常時微動測定を行っていたので、その結果より算定された固有周期そも

とに比較を行った。

2 建物概要

対象建物は、地上 26階、地下 3階で高さが

102.0m(基準階高 3.65m)、地下構造は直接基礎(支

持地盤は GL-14.9m)の超高層建築物 (1984年 6月竣

工)である。なお、地上部は S造で、地下部は RC造(一

部 SRC造)である。建物の基準階平面は約 42.0mx 

33.8mである。
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図l 建物概要および速度計設置位置

3 国有周期の算定

3-1 常時微動測定

速度型地震計 3台(水平方向 2成分、上下方向の 3成分)からなる測定機器を B3F、1F、13F、RF(平面的に

中央部となる位置)に 4組設置して同時測定を行った。なお、地震計の時刻は GPSで同期した。

常時微動による振動測定結果のうち、代表的な波形例そ図 2に示す。また、各階においてフーリエ変換した

結果を図 3に示し、固有周期を表 1に示す。解析方法としては、各階とも 40.96秒を 5セット計算し、その平

均を O.IHzで平滑化してプロットした。

主坦官{sec)

図2 波形例 (R階 EW方向)
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表 1 常時微動測定による固有周期

固有周期 (s)

EW方向 NS方向

1次 2.18 1.86 

2次 0.68 0.63 

3次 0.38 0.35 

1 10 

図3 フーリエ解析例 (NS方向)

3~2 設計固有周期

解析のステップはモデル作成、応力解析、断面算定、保有耐力算定および固有値解析である。モデル化は下記

のように行った。

(1) 全体モデル

建物のうち主架構部材および 2次部材をモデ、ル化した 3次元モデルであり、地下部もモデル化した。

(2) 上部モデ、ル

基本モデ、ルに対し、地上部のみをモデル化した。

(3) 検証モデ、ル

上部モデルに対し、積載荷重を考慮せず、にモデ、ル化した。

表2 解析ケース

地下 地上 積載荷重。 。 。
× 。 。
× 。 × 

図4 全体モデ、ル

各ケースにおける固有周期の比較結果を下記に示す。

表3 固有周期の比較

ケース 固有周期 割合。常時微動(今回) 2.18 1. 00 

全体モデ、ノレ 2. 34 1. 07 

2 上部モデル 2. 35 1. 07 

3 検証モデノレ 2. 16 O. 99 

4 常時微動(竣工時) 1. 82 0.83 
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4 考察

( 1 )各解析結果の比較より

@全体モデルと上部モデルの固有周期においでほぼ差は生じなかった。

← 地上部に対し地下部が広大であり、地下部の変形が非常に小さいためだと考える。

。積載荷重を考慮しない検証モデルの固有周期は上部モデ、ルの固有周期より約 1割程度小さくなった。

← 上部モデルに対し検証モデルの総重量が約 15%小さいためである。

e 検証モデ、ルの固有周期が常時微動の固有周期より小さくなった。

← 解析において積載荷重の低減と二次部材等による剛性付加を行えば現状における性状を模擬可能と考え

る。

(2) 現在と竣工時の固有周期比較より

@経年変化により固有周期は長くなる。

← 二次部材による耐性付与効果が小さくなったことと、積載荷重等の重量増加が考えられる。

5 まとめ

解析と常時微動との固有周期を一致させるためには、建物重量(主に積載荷重)及び建物剛性(躯体剛性を除

けば主に二次部材の剛性付加)を適切に評価しないといけないが、実際の建築物において適切に評価することは

困難なので常時微動測定に依存しなければならない。しかし、全ての建物において随意に測定することは不可能

なので、机上計算にて固有周期を算定可能であることが望ましい。よって、構造形式 (RC造または S造等)お

よび経年変化等を指標にしたデータベースの作成が必要であると考える。運用方法によっては過去に遡つての類

推も可能となり、設計値があれば任意の時点での類推も可能となるので、共振による被害そ確実に回避可能とな

るであろう。(データベースの精度が確定するまでは常時微動による補正が必要であろう。)
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